
１　はじめに

　東京都「事業所・企業統計調査」によれば，東

京都の全事業所数は，１９８６年を最大に減少し続

けており，２００６年には，６９０,５５６所となった。と

はいえ，東京都の人口は，第２次オイルショッ

ク後の構造転換が行われた１９７９～８１年，バブル

経済による地価高騰とその後の後遺症の影響が

あった１９８８～９６年を除けば，戦後一貫して増加

し続けており，２００８年１月現在では，１２,４３３,２３５

人を数え，都市化が始まった１９６０年の９,１０６,３４９

人と比較するならば，３６.５％増となっている。

　また，２００６年の民営事業所数は，６７８,７６９所で

あり，卸・小売業が２６.０％で最も比率が高く，

以下，サービス業２０.０％，飲食店・宿泊業１４.９％，

製造業９.３％，不動産業７.６％，建設業６.４％，医

療・福祉業５.４％，情報通信業３.１％，運輸業３.０％，

教育・学習支援業２.５％の順になっており，第３

次産業の比率が高く，サービス経済化が進んで

いる。

　さらに，２００１年との比較で考えると，医療・

福祉１９.０％，情報通信業１３.３％，教育・学習支援

業８.０％の増加となっており，新しい産業分野の

増加が著しい。とはいえ，製造業△１６.５％，金

融保険業△１４.９％，運輸業△１０.３％，卸売・小売

業△８.８％，建設業△７.６％，飲食店・宿泊業△

４.９％とマイナスを示しており，これら産業にお

ける事業所淘汰が進んでいる１）。

　すなわち，巨視的視点に立てば，巨大都市東

京では人口増が進む中，全般的には事業所数の

減少があるものの，新産業の生成と環境に適応

できない産業の淘汰が同時進行しているといえ

る。

　かつて，１９６０年代の東京では中小企業のハイ

ペースでの増加があった。実際，非１次産業の

事業所数は，６０～６３年が１４.２％，６３～６６年が９.６％，

６６～６９年が１０.９％と増加しており，こうした状

況をどのように捉えるかに関して，ベンチャー

ビジネス研究者，中小企業研究者，経済地理学

研究者はそれぞれの見解を提示し，後述するが，

それら研究成果は学術的貢献のみならず，政策

的にも多大な影響を及ぼした。

　都市型産業の議論があった１９６０～７０年代での，

東京における中小企業を取り巻く状況と今日で

は，事業所数の増減といった観点から見ても大

きく異なる。しかしながら，昨今における構造

転換は，都市型中小企業，都市型産業に多大な

影響を与え，従来から都市型といわれてきた産

業を変容させ，また，その変化が，新たな産業

を創出させている。

　現代における都市型産業，都市型中小企業と

は何かという課題は大きく，それらを解明する

ことは，非常に困難な作業となる。そこで，本

稿ではこの課題を明らかにする手がかりとして，

そもそも都市型産業，都市型中小企業とは，何

を対象としていたのかに関して，１９６０年代，７０

年代に示された所論を検討する。そして，そう

した所論が現代都市型産業，都市型中小企業を

語る際，どのような意義があるかを示し，研究

上の課題を模索する。
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２　ベンチャー研究と関係を持ちながら進
展した都市型産業論 
―清成忠男氏の所論２）を中心に―

（１）都市化の進展と中小企業

　清成忠男氏は，１９６０年代以降，東京都におい

て中小企業とくに零細企業がかなりのスピード

で増加し続けている状況に対して，当時の行政

や学識者の見解が，実態を正確に把握した上で

の根拠に基づくものではないとし，自身の調査

分析に基づく根拠と視点に立脚した都市型産業

論を展開した。

　１９６３年での東京での非第１次産業増加率は，

対６０年比で１４.２％であり，全国の９.４％と比較し

て，大きく上回っているものの，１９６０年代から

始まる都市化の進展の中，工場再配置の流れで

東京から大企業が出ていき，「東京における中小

企業，特に零細企業の増加は望ましくないとい

う懸念」３）が産業政策上，当時の東京都にあった。

　実際，東京都『東京の産業』（１９７０年）では，東

京の企業は，優秀な業績をあげる企業や規模の

大きい企業ほど移転分散する傾向があるのに対

して，発展のない業種や小零細企業の「たまり

場」になるおそれがあり，全国的な企業規模の拡

大が進んでいる中，東京都の産業は，すべての

面で中小企業の割合が進んでいることに対する

懸念が示されている。

　清成氏の理解では，「こうした懸念の前提には，

中小企業がもともと経済的弱者であり，過小過

多で過当競争を繰り返し，低生産性を長時間労

働でカバーし，低所得にあえいでいる」という中

小企業観が存在しているとし，そうした中小企

業観は，「観念的マルクス経済学者」らの影響を

受けたものであるしている。

　そこで，清成氏はかかる中小企業観に基づく，

当時の東京都の現状認識や「観念的マルクス経

済学者」の見解に対して，全面的否定を行なった。

　清成氏の主張は，都市化の進展は都市におけ

る中枢管理機能の強化であり，そうした機能を

担う中小企業増加の過程であるという。また，

脱工業化社会への移行はますます都市化を推し

進め，都市化が中小企業を増加させる要因は，

外部経済の集積であり，その論理は以下のとお

り示される。

　「一般に都市が発展しつつあるかぎり，企業数

の増加という点では，いわば『乗数効果』が働き，

企業が加速度的に増加する。もともと多くの機

能が集積された都市は，その多様性を特徴とし

ている。こうした多様性は，専門的中小企業の

存立を可能にする。都市の発展は当然にその多

様性を拡大させる。それは社会的分業のより一

層の深化であり，新たな専門的中小企業の増加

を意味する。多様性による外部経済の集積が，

専門企業の発生を容易にするのである。こうし

て，都市の拡大は，必然的に専門的中小企業の

継続的増加をもたらし，それはまた都市のより

一層の拡大に寄与する。都市の発展は中小企業

の増加を内包しつつ，自己形成的な循環過程を

示すのである。その結果，都市の産業コンプレッ

クスはますます多様化し，産業組織が多元化す

る。こうした外部経済依存型の中小企業は単独

では完結的な機能を果たしえず，多数の相互補

完的専門企業が結合した中小企業集団が巨大な

コンプレックスとして形成される。都市が発展

すればするほど中小企業がふえるというのは，

実は一般的な法則であって，東京において中小

企業が増加するのは当然なのである」４）。

　清成氏はこうした論理に基づき，都市化の進

展による中枢管理機能の集中は，零細企業の「た

まり場」を招くのではなく，外部経済の集積によ

る専門的中小企業が生成することを強調し，そ

れにより都市型産業論という考え方を提示した

のである。

（２）都市型産業の類型

　また，清成氏は，具体的に「都市型産業とは何

であるか」に対して，「都市の経済に適合する産

業であり，都市の経済機能と切り離すことが出

来ない産業である。また，こうした産業は，都
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市の規模が大きくなるほど，多様性を増すもの

であり，都市型産業は多様なものの総体であり，

それ自体が固定的な内容を持つものではない」
５）と示している。

　さらに，都市型産業は，「個々の相互補完的企

業が有機的に結合して，一つの産業コンプレッ

クスとして形成されるとともに，そのあり方は

絶えず流動的に変化しており，都市型産業は以

下に類型化される」６）とする。

①中枢管理機能関連産業

・中枢管理機能を担うソフトな産業（都市型立

地型）→研究開発産業，デザイン開発産業，情

報産業，各種の専門サービス業，マーケティ

ング産業

・中枢管理機能関連・補助産業（準都心立地型）

→印刷・製本業，縫製加工業，皮革加工業，

機械加工業，労務提供業

②住民の生活関連産業

・基礎的消費に関する産業（分散立地型）→基礎

的消費財の製造業，小売業，対個人サービス

業

・高級消費に関する産業（都心・準都心への集

中立地型）→専門店，百貨店，一部のレジャー

産業

③知識集約的重化学工業生産関連産業

・投資財・耐久消費財生産関連産業

・上記生産財関連産業

　都市化の進展は，標記類型の中でも，とくに

中枢管理機能関連産業をより一層肥大化させ，

中枢管理機能の担い手は，必ずしも自己完結的

な機能をもった大企業でなく，多数の専門中小

企業に分散されることを強調する。

　清成氏の主張に基づけば，そうした専門中小

企業は「ベンチャービジネスともいうべき新し

いタイプの中小企業」であり，経営者は「新しい

時代感覚，新しいビジネス感覚，新しい労務管

理のセンスをもち，新しい技術やマーケティン

グ手法を駆使して高い生産性をあげ，高い賃金

を支払いうることができる」という。さらに，「高

い家賃負担力が要求される都心部において，数

多くの中小企業が新規に発生していることは，

高生産性中小企業が展開しはじめていることを

示しているの」であり，「高い家賃，高い賃金と

いったコスト面での不利を克服できない中小企

業は都心ではそもそも存立しえないこと」７）を

強調するのである。

３　ベンチャー論の対極にある大都市零細
企業研究 
　―中山金治氏の所論８）を中心に―

（１）東京の産業構造のとらえ方

　中山金治氏は，前述の清成氏が唱えている都

市型産業論すなわち，東京のような地価の高い

場所では，生産性が低い産業は自ずと淘汰され

る。つまり，生産性が低い企業や産業は存立し

えないという主張に対して，東京のような巨大

都市では，都市化と零細化が同時進行しており，

一般的に生産性が低いと考えられている零細企

業であっても，存立する条件があれば，営業を

継続でき，大都市に存立する中小企業は，清成

氏が指摘するようなベンチャー企業ばかりでは

ないことを主張する。

　まず，中山氏は「東京は全国的にみても，もっ

とも零細企業の集積している町である」と零細

企業の集積を強調した上で，その多様性を指摘

している。中山氏の把握によると，東京の産業

は，衣料，雑貨などの地場産業と印刷・出版・

情報機器などの都市型工業および食品などの日

用消費財が大部分を占めるとした上で，重工業

関連とみられる金属・機械工業も存在している

ことを指摘している。

　金属・機械工業関連では，事務用機器，電子

機器，時計・計器といった高加工度組立工業が

中心となっており，「地場産業のなかには，かば

ん・袋物や装身具，玩具，メリヤスなど伝統的

分野もかなりあるとするが，それらも都市型産

業として『近代的』性格をもって」おり，東京の産
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業は「小零細中心であるが，『群』としてのシステ

ムが，地域的に完成された姿をとっている」と把

握する。

　また，７０年代において「生産基地としての東京

は，大・中規模企業が激減し，零細化がますま

す進行している」といった産業構造変化を，工業

統計表により実証し，東京は全国に比較して，

零細化の傾向が著しいことも指摘する。

　そして，こうした零細化をまねいた原因の１

つには，都市化の進展と工場再配置政策の影響

をあげている。「東京の産業は，１９６０年近くまで

は，全国にさきがけて重化学工業化をたどり，

高い成長率を達成していたが，その後の『都市

化』の進展が，むしろ公害，交通難，土地価格の

高騰となり，工場再配置政策の影響を加えて，

大・中規模工場の転出がすすみ，逆に小零細工

場の増加をまねいた」ことを示し，こうした零細

化は「『手工業・職人・家内労働』に照応する業種

を拡大させ，半面で巨大技術を要求する産業を

衰退させ，全国的に大規模化，重化学工業化が

進んだ１９６０年代において，東京では消費財関連

工業への転換」が進展したことを強調するので

ある。

（２）都市型零細企業の存立条件

　このように６０年代における都市化の進展に伴

い，東京における小零細化が進展するのだが，

巨大都市東京といった高地価な場所で，必ずし

も高付加価値型産業，知識集約型産業でない都

市型零細企業の存在こそが，都市を特徴づける

ものとし，その存立条件が個人零細経営の生命

力にあるとして，それらを以下に求めている。

　まず，第１は「家族労働による長時間労働」を

主要条件としている。すなわち，受注量の変動

が激しく，労働時間への社会的規制が厳しくな

るほど，家族主体の経営の方が“小回り性”を発

揮でき，競争力が強い場合がある。それが不当

な買い叩きや低工賃に耐える“非合理的強さ”や

不況に対する弾力性であるとしながらも，家族

従業者の多い企業ほど安定している実態を強調

するのである。

　また，第２は「兼業性」を生存条件としている。

つまり，都市の零細層では，不況時には家族が

外部でアルバイトを行うか，本業以外にアパー

ト経営などの副業を行うものがかなりいる。

　こうした条件による小零細の強さは，一般的

には二重構造の前近代性を代表するものである

と理解されがちであるが，そうした見方を，表

面的なものであると否定する。つまり，「零細企

業が淘汰されずに，増加しつづける理由は，彼

らの勤労意欲が高く，技能水準の面でも大企業

の労働者におとらないからである」とし，零細企

業の経営上の不安定性や不合理性は，零細企業

で働くもののおくれからくるものでないとして

いるのである。

４　経済地理学研究者による大都市工業地
域の構造把握 
 ―竹内淳彦氏の所論９）を中心に―

（１）経済地理学研究者の問題意識

　竹内敦彦氏をはじめとする経済地理学研究者
１０）は，１９６０年代に大都市地域の工業が，国土計

画のなかで工業再配置計画の対象となり，都市

政策上も過密，公害問題の対象となり，大都市

内部の工場立地規制や工場移転が，政策として

開始されたものの，拠点開発が必要である外縁

部において計画どおりに進んでいないといった

事実を取り上げ，その原因が，「第１に，工業の

地域的側面，いわば工業分布，地域的生産体系

についての理解を欠いていたこと，第２に，工

業と他の地域構成要素との結合関係についての

理解を欠いていたこと，第３に，大都市地域の

なかでもとくに問題をかかえた内部の実態，工

業集積のメカニズムがまったくといってよいほ

ど把握されていなかったことにあること」１１）を

問題意識として，大都市工業集積の実態を明ら

かにしようとした。

　また，「工業立地政策は本来，詳細な実態分析」

を行い，「さらに政策決定への進むのが基本であ
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る」にも関わらず，「今日の大都市工業政策や，工

業立地政策のほとんどは，対象地域についても，

また工業そのものについても，実態を深く究明

することなく，机上の空論や，統計数字の表面

的な操作のみで決定，実施されてきた」といった

事態を憂い，そうした状況になったのは，行政

ばかりでなく研究者にも責任があると反省し，

かかる研究は，「経済地理学の研究課題として重

要なだけでなく，大都市政策を実り豊かなもの

にすることができる」１２）と考えたのである。

（２）大都市内部の工業集積

　こうした問題意識にしたがい，経済地理学研

究者は詳細な調査を行い，大都市内部の工業集

積と工場密集地域では住工混在現象が特色とし

て現れ，そうした地域における，零細工場の技

術を担う技術集団の形成と零細工場をネット

ワークとする産業地域社会を指摘した。

　前述の中山氏による東京の産業構造の捉え方

と同様に，経済地理学研究者も京浜工業地帯に

おける工業集積構造を「零細工場の卓越」，「多種

産業群の混在」と記すように，零細性と多様性を

その特徴の第１としてあげている。

　また，大都市東京の内部にあっても，工場が

密集し人口密度が高い，城南地区・城東地区で

は，住と職の２つの機能がきわめてせまい地域

に集約されていることを指摘している。住工混

在地域では，「昼間の住民と夜間の住民が一致し，

大部分の住民は工業を生活の糧としている。町

内会活動を通じて地域社会は濃密に形成されて

おり，かかる地域の各家庭において，子弟は父

親の仕事に打ち込む様を毎日眺め，理解と尊敬

の念を持つことができるとし，生きた職業教育

の場が存在」していることを指摘し，そうした社

会を賞賛する。

　さらに，住工混在地域では大都市のなかでも

郊外のベッドタウン，中心部のビジネス地域と

は性格を異にするものであり，「生産・居住一体

化地域」＝「産業地域社会」と位置づける。竹内氏

は，このような産業地域社会の役割を評価して

おり，「ただ一律的な工場追い出しのみによる住

宅地化」をはかろうとする都市再開発に，批判的

な立場をとり，大都市工業の地域的生産体系の

中で，生産・居住一体化地域の存在とその機能

を評価し，工業集積の再編成と問題解決に取り

組みことが，政策的にも必要であること１３）を唱

えている。

５　それぞれの所論に対するコメント

　以上，清成忠男氏，中山金治氏，竹内淳彦氏

の所論を取り上げた。１９６０年代から７０年代にか

けて，東京といった巨大都市で中小企業が増加

している現象をみて，各々が都市型中小企業，

都市型産業を研究対象としたのだが，それらが

対象としたものとその評価に関しては，かなり

の差異がある。

　清成氏は，都市化に伴う東京における中枢管

理機能の加速度的集中といった現象を捉え，そ

うした機能を担うべき新産業を「都市型産業」と

位置づけ，かかる産業を担う新しい中小企業を

ベンチャービジネスと命名し，その後のベン

チャービジネス研究の礎を築いた。また，高い

家賃負担がある都心部では，高生産性かつ高付

加価値を生み出す中小企業しか生き残ることが

できないという考え方で，中小企業の新旧交替

を予測した。

　他方，中山氏は清成氏とは異なって，東京の

産業構造は，清成氏が言うような単純なもので

はなく，都市化が進展しても小零細企業は，そ

れらが有する“非合理的強さ”により存続し，中

小企業の新旧交替は必ずしも生じないことを主

張した。こうした主張の根底には，零細企業で

働いているのは，家族を中心とした生身の人間

であり，資本の論理のみでは東京の産業構造と

その変化を理解できないという中山氏の視点が

ある。

　また，竹内氏は，中山氏と同様に都市の零細

企業とくに大田区の小零細工業を対象とし，そ

こには，東京中心部のビジネス街や郊外部の
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ベットタウンと異なり，昼間人口と夜間人口の

差異がない，生産・居住一体化地域，すなわち，

産業地域社会が形成され，その役割を評価した

上で，それらコミュニティーは，たとえその地

域での都市化が進展しても，そこに住んでいる

住民と零細工業はその地域に残り続けるという

主張を行った。

　それぞれの論者が対象としている都市型中小

企業，都市型産業は，清成氏は都市における中

枢管理機能の集中によって新たに生まれてくる

専門中小企業群，新産業であり，中山氏が対象

としているものは，家族労働に支えられている

都市型零細企業であり，竹内氏が対象としてい

るのは，大都市産業集積に立地する都市型零細

工業である。すなわち，清成氏はベンチャービ

ジネス，ニュービジネスを対象とし，中山氏，

竹内氏は零細企業を対象としたのである。

　しかしながら，中山氏はこうした都市型零細

企業を前近代的なものとは捉えておらず，零細

企業で働いている者の勤労意欲が高く，技能水

準の面でも大企業の労働者におとらないことを

強調する。また，竹内氏も産業地域社会では，

零細工業の技術を担う技術者集団の形成を指摘

しており，零細工業を前近代的な存在とはして

いない。

　清成氏自身が有している中小企業観は，大企

業が近代的であり，中小企業が前近代的である

といったステレオタイプ的な二重構造論を否定

するところにある。それゆえ，自身以外の中小

企業研究者等が持つ中小企業観が，中小企業は

前近代的であるという思い込みがあるのではな

かろうか。

　中小企業研究者である中山氏も，経済地理学

者である竹内氏も，中小企業を前近代的な存在

とする中小企業観は有していない。清成氏自身，

必要以上に二者択一的な中小企業観の分類にこ

だわりを持つので，こうした理解になると考え

られる。

　３者のこうした所論は，最初から議論が噛み

合っていない点があるが，巨大都市東京では，

都市化が進んでも中小企業は存在し続けるとう

いう点では共通している。

　都市は高い家賃負担であるので，高生産性，

高付加価値を発揮する専門中小企業群，都市型

産業が今後，ますます増加し，東京における中

小企業の質での変化があると考えたのが清成氏

の見解である。

　都市型零細企業は兼業性，家族による長時間

労働といった“非合理的強さ”により粘り強く存

在し続けるというのが，中山氏の見解となって

いる。

　産業地域社会が形成されているが故に今後も

都市型零細工業は存続しえるし，そうした存在

に対する支援を政策的にサポートしなければな

らないというのが，竹内氏の見解である。

　また，３者は巨大都市の外部経済が，都市型中

小企業の存立基盤になっていることに関しては，

存立する中小企業のタイプは異なるものの，外

部経済の役割に関しては，重要視している。

　１９６０年代から７０年代にかけて，都市における

都市型中小企業の増加をめぐるこうした議論は，

２１世紀になった今日においても興味深いもので

あるが，都市型中小企業の変化・変容に関して，

近年の東京における産業集積の崩壊，中小企業

数の減少といった事実を前にすれば，清成氏が

言うような，中小企業の質的な変化，新旧交替

があるという見解は，長期的な観点に立てば，

妥当性があるともいえる。

　しかしながら，外部経済，“非合理的な強さ”に

より，零細企業は存続し続けるという中山氏の

所論は，プラザ合意以降の円高を背景として，

産業の空洞化が進展した１９８０年代後半以前まで

は，合理的根拠になりえたともいえよう。

　他方，中小企業数が減少に転じている今日，

起業や創業が注目されている中，その創業のひ

とつのあり方として，コミュニティビジネスに

対する期待がある。こうしたビジネスを首尾よ

く経営していくためには，旧来からいわれてい

る“非合理的な強さ”とは異なった“非合理的な

強さ”が重要なポイントとなるのは言うまでも
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ない。先に指摘したように，都市の零細企業の

“非合理的強さ”は，家族による長時間労働や兼

業性にあったが，コミュニティビジネスに必要

とされる“非合理的強さ”には，労働面から考え

るならば，たとえば，経験豊かな中高年の労働

活用等があると考えることもできる。

　また，竹内氏が言うように，都市において，

大田区のような産業地域社会の重要性を指摘し，

そのサポートを政策的にすることは，ある意味

で競争力のある地域づくりを行うことであり，

道州制，地方分権が叫ばれている今日において，

示唆のある指摘である。

　昨今，地域経済の疲弊が言われて久しく，地

域経済活性化は今日における中小企業政策にお

ける重要課題となっている。実際，国は２００５年

に中小企業新事業創出促進法，２００７年には，中

小企業地域資源活用促進法，２００８年には農商工

連携促進法を制定し，それらを根拠法として地

域中小企業政策を展開している。

　また，地方公共団体においても，地域経済の

活性化を目標として，中小企業条例づくりが多

くの地域で展開されており，政策が企画・立案

できる地方自治体と，そうでないものとの差が

開きつつあるのが現状である。

　かかる観点に立てば，産業地域社会の重要性

を指摘し，政策的に支援することに対する示唆

を与えた竹内氏の指摘は，当時における先進性

がうかがえる。いずれにせよ，３者の所論は今か

ら３０年以上も前のものであるが，その現代的な

意味は興味深い。

６　都市型産業論と９０年代以降の 
ベンチャー論の展開

　清成氏が提唱した都市型産業論は，７０～８０年

代にかけて，硬直した産業システムを揺るがし

更新する動きが発展的都市で成立するアーバン

ビジネスを中心に起きつつあるといった考え方

のもと，ベンチャー論の中心的課題として発展

した。

　実際，ベンチャービジネスという和製英語を

はじめて世間に提示した清成忠男他『ベン

チャー・ビジネス～頭脳を売る小さな大企業～』

（日本経済新聞社，１９７１年）において，大都市に

形成された広範な社会的分業が小企業の発生を

促進すること，小企業は大都市では，外部経済

を利用することができ，高度な専門的分野に特

化できることを指摘し，大都市が新企業やさま

ざまなアイディアを生み出す発生源であること

を強調している１４）。

　こうしたベンチャービジネスという考えのも

と，清成氏は，都市型産業を「都市が持つ豊かな

土壌であるさまざまな機能の集積をいかすこと

によって，高付加価値を生み出し，同時にその

活動自体が都市の土壌を豊かにする産業」１５）と

捉えたのである。

　ベンチャー論に基づく都市型産業論研究は，

７０年代の第１次ベンチャーブーム，８０年代の第

２次ベンチャーブームにおいては，主要研究課

題として進展したが，９０年代以降の第３次ベン

チャーブームになると，アーバンビジネスと

いったテーマを切り口としたベンチャー研究は

見受けられなくなった。

　周知のとおり，第３次ベンチャーブームは，

官製ベンチャーブームといわれ，バブル経済崩

壊後の日本経済をいかに立て直すかが，政策上

およびに学術上の問題意識となっており，研究

課題の中心が新たな開業，創業を促すための政

策支援が中心となっており，研究テーマもイン

キュベーション，ベンチャーキャピタル，新興

市場，ベンチャー支援政策等が中心となった。

　つまり，大都市で増加している中小企業をい

かに捉えるかといった以前の問題意識と異なっ

て，いかに中小企業を開業，創業させるかが研

究課題となったのである。したがって，７０年代，

８０年代のベンチャー論と９０年以降のベンチャー

論は，分断されていると考えることができ，９０

年代以降ベンチャー企業研究に参入した研究者

は，７０年代，８０年代の都市型産業論の議論を全

く踏まえないで，ベンチャー企業研究を進めて

いる傾向がある。
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　また，清成氏らベンチャービジネス創成期の

ベンチャービジネス研究者は，大企業の硬直性

とその組織の欠陥を認識しており，ベンチャー

ビジネスは大企業志向を取らず，反対に大企業

体制への疑問を投げかけていると論じている。

　それゆえ，それらの経営者は，企業成長過程

において，生産面への進出を極度におさえ，研

究開発部門とマーケティング部門の拡大のみを

徹底する企業，規模拡大とともに小集団に企業

を分割し，ソフトなネットワークの形成を考え

る企業など，新しい型の企業形態と経営組織の

開発を試みている企業家が少なくないことを指

摘し１６），中小企業が抱える問題性の解決を，規

模の拡大に委ねず，本業特化と外部経済の活用，

起業家精神に求めているのである。そうした問

題解決の要素がもっとも揃っているのが，都市

が持つ豊かな土壌であるさまざまな機能の集積

であり，こうした理由で都市型産業論がベン

チャービジネス研究での主要課題になったので

ある。

　ところが，９０年代以降のベンチャー研究では，

大企業の硬直性とその組織の欠陥，大企業体制

への疑問といった視点は薄くなり，ベンチャー

ビジネスを資金調達力のある株式公開企業にま

で成長させる，小規模組織の持つ問題性を大規

模組織志向で解決することに主眼が置かれ，ベ

ンチャー論に直接金融の議論が関わることが生

じてくる。

　つまり，都市型産業論は，大都市における多

様な需要の創出，大都市における外部経済の活

用，大都市における多様な人材の存在等が，専

門分野に特化し，高付加価値を生み出すベン

チャービジネスの創出であった。しかし，９０年

代のベンチャー論は，インキュベータ，ベン

チャーキャピタル，新興市場，ベンチャー支援

政策等を用いて，極端な話，株式公開企業をい

かに短期間で生み出すかであり，いかに大企業

を作るかである。

　たしかに，実際のベンチャービジネスを経営

するにあたっては，企業成長段階にとるべき経

営戦略が異なり，ＩＰＯ（株式公開）後は大企業的

経営，コーポレートガバナンスが求められる。

また，ＩＰＯ後は，創業時メンバーを大幅に入れ

替えた方が，企業経営が上手くいくという考え

方もある。いずれにせよ，こうした９０年代以降

のベンチャー論には，ベンチャー企業の大企業

化をよしとする考え方であり，中小企業が持つ

問題性を規模拡大で解決しようとするものであ

ると考えることができる。

７　都市型中小企業をめぐる環境の変化

　標記のように，都市型中小企業をめぐる議論

は，７０年代，８０年代と盛んであったが，中小企

業数の減少，国際化が著しく進展した１９９０年代

以降、その議論も少なくなり，都市型中小企業

の位置づけも変化してきた。そうした都市型中

小企業の位置づけを変化させるものとしては，

多様ではあるが，以下のものがあげられよう。

（１）ニュービジネスの新旧交代，新たなビジネ

スの出現

　都市型産業論の議論で，清成氏らベンチャー

研究者は，都市型産業を中枢管理機能産業，住

民の生活関連産業，知識集約的重化学工業と分

類し，その具体的業種として，ファッション性

製品，キャラクター商品，外食産業，ディスカ

ウンター，ホームセンター，研究開発集約企業

をあげている。

　これら具体的業種の中において，起業家精神

溢れた経営者が，都市の多様な需要に対してビ

ジネスを立ち上げたのが都市型ニュービジネス

であった。当時の最先端であった外食産業や

ディスカウンターは，その後の経済発展の中で，

業態として国民生活に定着し，今となっては必

ずしも都市でなければ存立しえないビジネスで

はなくなってきた。いわば，これはニュービジ

ネスの地方展開，それによるニュービジネスの

一般化と理解することができよう。

　他方，ファッション性製品や研究開発集約企
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業は，今日でも都市の肥沃な土壌，多様な需要

と供給，外部経済があるが故に自己完結的でな

い中小企業が，都市型産業として存立する業種

である。こういった今日においても都市型産業

として存続している業種は，昨今の都市型中小

企業をめぐる急激な企業環境の変化（たとえば，

情報化・ＩＴ化，国際化，市場の成熟化，消費の

階層化，アウトソーシングの進展等）によって，

質的変化を遂げながら，都市型中小企業として

存続している。

　さらに，都市における急激な企業環境の変化

は，新たなビジネスチャンスを生み，新たな都

市型産業の創出につながる。こうして新たに

ニュービジネスは生まれるのだが，その中にお

いても，かつての外食産業やディスカウンター

のように，一般化するビジネスがあらわれるの

である。

（２）大都市零細企業の存立基盤の崩壊

　中山氏は，都市型零細企業の存立条件を“非合

理的強さ”に求め，竹内氏も大田区零細工業の存

立を，産業地域社会の形成から説明した。たし

かにこうした理由から，高地価，高賃金の東京

でも零細企業が存続できることは，７０年代，８０

年代の企業を取り巻く経済環境の時代では説明

することはできようが，近年では困難になって

いる。

　大都市零細工業を取り巻く環境は，国際化の

進展，大企業での設計開発工程のリストラ，後

継者問題，地価高騰，再開発問題等によって大

きく変化し，営業を続けることを可能とする限

界を既に超えている。

　たとえば，国際化の進展は，競争環境の地理

的拡大，すなわち，競争相手の東アジア圏内へ

の拡大を意味し，大都市零細工業が“非合理的強

さ”を発揮しても対抗できない局面までの受注

単価の引き下げを促し，大都市零細企業の存立

基盤を崩壊させる。また，大企業での設計開発

工程のリストラは，設計開発工程からの合理化

を進め，部品の共通化，製品サイクルの長期化

を進展させ，大都市零細工業が最も得意とした

ところの試作品製造の受注減を引き起こす。そ

うした企業環境の悪化のため，大都市零細工業

は魅力的な事業分野とならず，零細企業事業主

は，子弟には事業承継をさせようとしない。さ

らには，地価高騰や再開発問題はそうした傾向

に一層の拍車をかけ，大都市工業集積は縮小し

ていく。かつて，大田区は産業集積として，世

界中から羨望の的であったが，今ではその産業

集積としての機能を果たしえない段階にまでき

ているのである。

（３）都市型中小企業立地の地理的拡大

　大田区のような，産業集積の機能が低下する

中，都心での地価高騰と再開発問題と首都圏に

おける交通体系の整備により，たとえば，研究

開発型企業，測定器・試験器製造の都市型中小

企業を中心に，その立地が地理的に拡大しつつ

ある。

　昨今の東京一極集中が進む中，多くの大企業

は東京に本社機能を集中させている。もちろん，

本社は都心立地となるのだが，企業の開発を担

う研究所，母工場は，東京の周辺部，たとえば，多

摩川流域，国道１６号沿線に立地している場合が

少なくない。

　実際，かかる地域には大企業の研究所，母工

場ばかりでなく，理工系大学も立地しており，

製造業を中心とした中小企業ネットワークも存

在しており，産学連携も盛んであり，製造業に

関する外部経済と多様な人材が集積している。

　また，１９９０年代後半より，関東経済産業局は

政策的に強制するのではなく，あくまでも場を

提供することによって，当該地域に立地する大

企業，中小企業，大学，公的試験機関，金融機

関等の行政区域を越えた有機的ネットワーク形

成（広域多摩活性化協議会）を推進した。

　いずれにせよ，かつては都市型中小企業，都

市型産業の立地は，東京都がその中心であった

が，研究開発機能は東京の周辺部に拡大してい

る。都市型産業の立地範囲は，１都６県に拡大し
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ていることが仮説として考えられる。

（４）直接金融と都市型産業支援

　１９９９年に中小企業基本法が改正され，中小企

業政策を実施する際の理念が大きく変化した。

それと同時に，国と地方自治体の役割分担が分

けられ，国は株式公開を目指す企業，全国ある

いは世界を市場とする製品やサービスを提供す

る中小企業を対象として支援することになり，

地方自治体は，国とは違った独自の新機軸を考

えることが求められた。

　こうした流れの中，首都圏に立地するイン

キュベータ（神奈川サイエンスパークやさがみ

はら産業創造センター）は自らがベンチャー

ファンドを有し，株式公開を念頭においたイン

キュベーションを行っている。実際，株式公開

企業も輩出し，一定の成果をあげているといえ

よう。

　今まで，東京都をはじめとする地方自治体は，

中小企業支援を行ってきたが，直接金融という

手法は存在しないものであった。たしかに，製

造業の創業や新事業創造のハードルは，資金面

で非常に高いものがある。それゆえに，直接金

融という手法は，有効なのかもしれない。した

がって，都市型中小企業が直接金融による中小

企業支援を求めているか否かについては，今後，

精査する必要があろう。

８　まとめ

　以上，昨今の都市型産業，都市型中小企業の

位置づけの変化を考えるにあたって，７０年代に

都市型中小企業，都市型産業という考え方が提

起された時代における代表的所論を検討し，そ

の後の展開，現代における都市型中小企業めぐ

る環境の変化を提示した。繰り返しになるかも

しれないが，都市型中小企業，都市型産業を考

察するための論点，課題を列挙することにより，

本稿のまとめとする。

①都市型産業論はベンチャー研究と関係を持ち

ながら進展した。都市型産業とは，都市の経済

に適合する産業であり，都市の経済機能と切り

離すことが出来ない産業である。都市化の進展

は中枢管理機能を集中させ，都市の多様な外部

経済の集積による専門中小企業の存立を可能と

する。

②専門中小企業は，ベンチャービジネスともい

うべき新しい中小企業であり，経営者は新しい

時代感覚，新しいビジネス感覚を持つ。新しい

経営手法を駆使して高い生産性をあげ，高い賃

金を支払いうることができ，それゆえ，家賃や

賃金が高コストな都心部でも存立しうる。

③大都市零細企業研究はベンチャー論の対極に

あり，東京は零細企業がもっとも集積している

都市と把握する。工場再配置政策が零細化を招

き，こうした零細化は「手工業・職人・家内労働」

に照応する業種を拡大させ，１９６０年代の東京で

は消費財関連工業への転換が進展したことを強

調する。

④大都市零細企業は，家族による長時間労働，

兼業性といった“非合理的強さ”によって存立し

うる。また，零細企業における技能水準・勤労

意欲が高いことを強調し，零細企業の経営上の

不安定性や不合理性は，零細企業の前近代性か

らくるものではない。

⑤経済地理学研究者による大都市零細工業研究

では，東京の大田区のような，大部分の住民が

工業を生活の糧としている地域では，昼間の住

民と夜間の住民が一致し，かかる住工混在地域

は大都市のなかでも郊外のベッドタウン，中心

部のビジネス地域とは性格を異にするものであ

り，「生産・居住一体化地域」＝「産業地域社会」

と位置づける。

⑥経済地理学研究者は，産業地域社会の役割を

評価しており，ただ一律的な工場追い出しのみ

による住宅地化をはかろうとする都市再開発に

批判的な立場をとり，大都市工業の地域的生産

体系の中で，生産・居住一体化地域の存在とそ

の機能を評価し，工業集積の再編成と問題解決
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に取り組みことが，政策的にも必要であること

を唱える。

⑦以上の１９６０年代から７０年代に展開された都市

型中小企業に関する所論は，そもそもの対象に

差異があるものの，都市化が進むと中小企業は

増加，存在し続けるとういう点では共通してい

る。また３者は，巨大都市の外部経済が都市型

中小企業の存立基盤になっていることに関して

は，重要視する。さらに，それぞれの所論は企

業数が減少に転じた今日でさえ，有効性，妥当

性がある。

⑧ベンチャー論と関係と持ちながら発展した都

市型産業論は，９０年代の第３次ベンチャーブー

ム以降，ベンチャー論の研究課題が大きく転換

したため，研究が進展していない。

⑨近年，都市型中小企業，都市型産業をめぐる

環境は大きく変化している。情報化・ＩＴ化，国

際化，市場の成熟化，消費の階層化，アウトソー

シングの進展等の変化があるが，こうした研究

は進んでいない。また，都市型中小企業を考察

するための視点は，都市型立地の拡大，直接金

融支援等さらに拡大している。

⑩大都市零細工業を取り巻く環境は，国際化の

進展，大企業での設計開発工程のリストラ，後

継者問題，地価高騰，再開発問題等によって大

きく変化し，営業を続けることが可能とする限

界を既に超えている。

　以上が都市型産業，都市型中小企業を考察す

るための論点，課題となるが，他にも論点，課

題をあげることはできよう。本稿では，都市型

産業，都市型中小企業に関する所論の若干のレ

ビューと今日で考察すべき課題に対する問題提

起が主題であるので，その問題提起に対する実

証は今後の研究に委ねられる。都市型中小企業

研究は，非常に大きく困難な課題であると同時

に，学術的にも政策的にも意義がある。それゆ

え，十分精査して，プロジェクトを進める必要

がある。
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１９ページ参照。
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清成忠男『現代中小企業論の新展開』，日本経済新聞
社，１９７２年を主に参照した。
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ページを参照した。
７）清成『前掲書』９０～９１ページ参照。
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代化の理論と政策』，千倉書房，１９８３年を主に参照
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いる。

１１）竹内『前掲書』７３ページ。
１２）竹内『前掲書』７４ページ。
１３）竹内『前掲書』１４８ページ。
１４）清成忠男他『ベンチャー・ビジネス～頭脳を売る小
さな大企業～』日本経済新聞社，１９７１年１２月，１２３～
１２４ページ参照。また，同書では，自己完結的な大
企業は，必ずしも都市に存在することが有利ではな
いことが指摘されている。

１５）清成忠男他『都市型中小企業の新展開』日本経済新
聞社，１９８２年７月，１６４～１６５ページ。

１６）清成他『前掲書』１９７１年１１月，１３１～１３２ページ参照。
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